
 
 

 

景気ウォッチャー調査からみる乗用車販売の行方 

－ポイント－ 

・乗用車販売における現状ＤＩと先行きＤＩの関係を見ると、先行きＤＩは現状ＤＩに対して

１～２か月の先行性が見て取れる。 

・乗用車販売統計の前年比と上記先行きＤＩには、先行きＤＩが前年比に対して３～６か月先

行しているという相関関係がある。 

・９月調査で乗用車販売の先行きＤＩは反転上昇しているため、乗用車販売と先行きＤＩの相

関関係から見ると、乗用車販売も底打ちの兆しが想定される。 

・足元、補助金終了により自動車販売は大きく減速しており、また、需要の先食いをもたらし

ている面が大きいとして、今後の経済成長の下押し要因として懸念されている。しかし、景気

ウォッチャー調査から見る限り、乗用車販売は本年末から年明けあたりで前年比の減少幅が縮

小し、上向いてくる可能性がある。 

 

１．乗用車関連における現状ＤＩと先行きＤＩの相関 

景気ウォッチャー調査における家計動向関連の「乗用車・自動車備品販売店」（以下、乗

用車関連）の現状ＤＩと先行きＤＩの関係は、以下のグラフのとおりとなっている。 

（なお、今後特に記載が無い場合は、各ＤＩはすべて乗用車関連ＤＩのこととする） 

乗用車・自動車備品販売店　ＤＩの推移
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近年、2008 年１月から 2010 年９月調査までの相関は１か月で 0.8185、調査客体が全国

で 2,050 人となった 2001 年８月以降でも 0.8166 と高く、現状ＤＩは先行きＤＩに対して

１～２か月の先行性があるということが言える。 

ＪＪＥＥＲＲＩＩ経経済済トトピピッッククスス vvooll..11  

発行日：2010 年 11 月 1 日



 
 

 

２．乗用車販売統計との相関 

 乗用車販売統計と景気ウォッチャーの先行きＤＩについて、乗用車販売台数は季節変動

が大きいため、ここでは前年比をもって比較する。 

先行きＤＩと乗用車販売前年比
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 エコカー減税・エコカー購入補助金の導入は 2010 年４月 10 日（補助金の申請開始は６

月 19 日だが４月 10 日分までさかのぼって申請可能）であるため、先行きＤＩはその直前

から期待の大きさを反映し、急上昇している。また、９月の補助金終了を見据えて先行き

ＤＩは６月より下落、８月の乗用車販売の前年比は駆け込み需要の表れとなっている。 

DIと前年比の相関
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 左は上のグラフの相関関係

を表したものである。 

当月を０とし、先行き DI が

どれくらい前年比に対して先

行しているかを比較したもの

だが、３か月ごろから 0.7 付近

と高い位置で安定している。 

このことから、先行き DI は

乗用車販売の前年比に３～６

か月先行しているということ

が言える。 

 



 
 

３．景気底打ちの可能性 

足元、補助金終了により自動車販売は大きく減速しており、また、需要の先食いをもた

らしている面が大きいとして、今後の経済成長の下押し要因として懸念されている。 

しかし、景気ウォッチャー９月調査においては、乗用車販売の先行きＤＩは反転上昇し

ている。また、ウォッチャーのコメント（判断理由集）を参照しても、新車発売に対する

期待等があり、決して悲観的なコメント一色ではない。 

最近の動きの傾向から見ると、この９月調査における先行き DI の反転を受け、現状 DI

は年末ごろまでに底打ちの兆しが表れる可能性がある。また、景気ウォッチャー調査から

見る限り、乗用車販売についても最短で 12 月、来年１～３月あたりで前年比の減少幅が縮

小し、上向いてくる可能性があると言える。 

この年末が景気の底となるのか、10 月調査以降の DI 動向が注目される。 
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